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イノベーション・システムの状況を測定する意義

◼ 利⽤可能性が拡⼤した技術の活⽤や新たな組合せによったり，対応すべき社会

的課題の解決を図ることをめざしたりして，イノベーションの実現が継続的になさ

れていくことへの期待が世界的にも⾼まっている。近年では，たとえば，以下のよう

に表現される変化・転換を挙げることができる︓

uディジタル・トランスフォーメーション(digital transformation)

uグリーン・トランジション(green transition)

◼ 国としても，その取組の中核となる企業群にとっての環境（枠組み条件）の整

備・改善を図ったり，関係する企業に対して必要な⽀援を⾏っていったりするため

に，政策⽴案・執⾏・評価に資するよう，国全体について，企業部⾨に焦点を

置いてイノベーション・システムの状況を測定してより良く理解することが重要であ

る。

◼ とくに，社会的課題の解決を図ることに向けては，欧州を中⼼として，ミッション

指向イノベーション政策(mission-oriented innovation policies)といったアプローチ

も取られつつある。
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◼ 『OECD 経済審査報告書︓⽇本2021 年(OECD 2021 Economic Survey 
of Japan)』に示される⽇本経済に関する提言

1. 長期的な持続可能性の確保
• 環境政策目標がより意欲的なものとなっている

2. 経済を発展させるための
ディジタル・トランスフォーメーション
• ディジタリゼーションからの恩恵を受け，良好な
インフラストラクチャやスキルを有するものの，

補完的な投資も必要である。

◼ ディジタル・トランスフォーメンションやグリーン・トランジションは，
政策として対応すべき世界的に共通する変化の方向性であり，
また，国際的にも統計による測定のニーズが⾼まっている。

⽇本経済に関する国際機関による提言
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全国イノベーション調査（特定一般統計調査）

⚫ 企業部⾨におけるイノベーション・システムの状況の測定

⚫ ディジタリゼーションの状況の測定

⚫ グリーン・イノベーションの状況の測定

「全国イノベーション調査」による対応
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「全国イノベーション調査」 2020年調査の概要
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2020年調査（第6回）2021年10⽉公表

調査実施時期 2020年11月

参照期間 2017年–2019年（COVID-19対応関連の一部については，2020年）

属性的範囲 統計単位 企業（企業グループではない。）

（母集団の名簿は「事業所母集団データベース」が提供する情報に基づく。）

経済活動 農林水産業，鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供
給・水道業，サービス業（一部を除く）

地理的範囲 日本全国に所在する企業

対象企業規模 従業者数10人以上

対象母集団企業数 442,978社

標本抽出法 層化抽出法−非復元単純無作為抽出︓
経済活動（87分類）×企業規模階級（5階級＜うち上位2階級は悉皆＞）

最大標本誤差の設定

標本企業数 31,088社

有効回答企業数 12,534社

有効回答率 40%（うち，44%はオンライン回答による）

準拠するOslo Manual Oslo Manual 2018（第4版）



《参考》 全国イノベーション調査2020年調査における主要な概念及び用語︓
『オスロ・マニュアル2018』の定義に依拠 (1)
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《参考》 全国イノベーション調査2020年調査における主要な概念及び用語︓
『オスロ・マニュアル2018』の定義に依拠 (2)
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主な調査結果



主なイノベーション指標︓経年比較

8

◼ 2020年調査（調査参照期間︓2017

年–2019年）からの結果は，2018
年調査（調査参照期間︓2015年–

2017年）と⽐べて，イノベーション
活動実⾏企業率は増加したが，
イノベーション実現企業率はむし
ろ減少している。

◼ プロダクト・イノベーション実現企
業率は，2013年調査（調査参照

期間︓2009年–2011年）から減少傾
向にある。特に，中規模企業と
製造業での減少幅が⼤きい。

◼ ⼤規模企業は，プロダクト・イノ
ベーション実現企業率とビジネス・
プロセス・イノベーション実現企業
率のいずれも変化が小さい。

図 1．イノベーション活動実行企業率 (%)
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0

10

20

30

40

50

60

70

2009-2011 2012-2014 2015-2017 2017-2019

0

10

20

30

40

50

60

2009-2011 2012-2014 2015-2017 2017-2019

0

10

20

30

40

50

2009-2011 2012-2014 2015-2017 2017-2019

図 2．イノベーション実現企業率 (%)

図 3．プロダクト・イノベーション実現企業率 (%) 図 4．ビジネス・プロセス・イノベーション実現企業率(%)
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註︓プロダクト・イノベーション実現企業率を除く指標については，定義の変更等による断絶があって経年⽐較が困難なため，2013 年調査 (2009–2011)
及び 2015年調査 (2012–2014)の結果を示していない。

出所 : 全国イノベーション調査 2020年調査，科学技術・学術政策研究所．統計表 8.「全国イノベーション調査 2018年調査統計報告」(NISTEP REPORT
No.182)。「第 4回全国イノベーション調査統計報告」(NISTEP REPORT No.170)。「第 3回全国イノベーション調査報告」(NISTEP REPORT No.156)．



市場新規プロダクト・イノベーション実現企業率
以前にいかなる競合他社も導⼊したことがないプロダクト・イノベーション
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国⺠総企業新規プロダクト・イノベーション売上⾼
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国⺠総市場新規プロダクト・イノベーション売上⾼
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主なイノベーション指標︓欧州主要国との比較
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イノベーション活動実⾏企業率 (%)

プロダクト・イノベーション実現企業率 (%) ビジネス・プロセス・イノベーション実現企業率 (%)

研究開発活動実⾏企業率 (%)

註︓欧州主要国の参照期間は，

2016年–2018年．
出所 : 全国イノベーション調査

2020年調査，科学技術・学術

政策研究所．附表5.
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産業（ 経済活動）

コンピュータ ・ 電子製品・ 光学製品製造業

コークス・ 精製石油製品・ 化学製品製造業

情報・ 通信技術サービス業

科学研究・ 開発業

基礎医薬品・ 医薬調合品製造業

情報通信業

他に分類されない機械器具製造業

電気機器製造業

輸送用機械器具製造業

ゴム・ プラスチッ ク製品製造業

製造業

食料品・ 飲料・ たばこ製造業

出版・ コンテンツ制作業

専門・ 科学・ 技術サービス業

金融・ 保険業

織物， 衣服， 皮革及び関連製品製造業

一次金属製造業

広告・ 市場調査業

家具製造業， その他製造業， 機械器具修理・ 設置業

建築・ エンジニアリ ング業， 技術試験・ 分析業

その他の非金属鉱物製品製造業

卸売業（ 自動車及びオート バイを除く 。）

材木・ 紙製品製造業， 印刷及び関連業

金属製品製造業（ 機械器具を除く 。）

電気・ ガス・ 蒸気・ 空調供給業

水供給業， 下水処理・ 廃棄物処理・ 浄化業

水収集・ 処理・ 供給業

水供給業， 下水処理・ 廃棄物処理業

倉庫業， 運輸支援業， 郵便・ 急送配達業

運輸・ 倉庫業

鉱業， 採石業

陸運業， パイプライン輸送業， 水運業， 航空運送業

日本

プロダクト・イノベーション実現企業率偏倚，国際比較，経済活動別

13Source: https://www.oecd.org/innovation/inno/inno-stats.htm.



ディジタリゼーションの利用
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図 3.1 ディジタリゼーションの利⽤（2017 年 –2019 年）︓利⽤企業率 (%)
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出所 : 全国イノベーション調査 2020年調査，科学技術・学術政策研究所．統計表29–31.

3Dプリンティング

◼ インターネット・オブ・シングスやクラウド・コンピューティング・サービスがよく利⽤されている。
機械学習（人工知能）の利⽤企業率は4%である。

◼ イノベーション活動実⾏企業ほど，ディジタリゼーションをよく利⽤している。



ディジタリゼーションの利用︓欧州主要国との比較
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機械学習（人工知能）の利用目的
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全体 小規模 中規模 ⼤規模

出所 : 全国イノベーション調査 2020年調査，科学技術・学術政策研究所．統計表29をもとに算出。

全体 製造業 サービス業

機械学習（人工知能）の利⽤目的（2017 年 –2019 年）︓該当企業率 (%)（機械学習を利⽤した企業に対する割合）
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◼ 最も共通した利⽤目的は，「業務の自動化又はコスト削減」である。

◼ 製造業は，サービス業に⽐べて「既存製品・サービスの改良」や「業務の自動化又はコ
スト削減」の該当企業率が⾼い。

◼ サービス業は，製造業に⽐べて「新しい製品・サービスの導入」の該当企業率が⾼い。



インターネット・オブ・シングスの利用目的
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全体 小規模 中規模 ⼤規模

出所 : 全国イノベーション調査 2020年調査，科学技術・学術政策研究所．統計表29をもとに算出。
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インターネット・オブ・シングスの利⽤目的（2017 年 –2019 年）︓該当企業率 (%)（インターネット・オブ・シングスを利⽤した企業に対する割合）
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◼ 最も共通した利⽤目的は，「業務の自動化又はコスト削減」である。

◼ 製造業は，サービス業に⽐べて「業務の自動化又はコスト削減」や「データ分析・収集
又は意思決定⽀援」の該当企業率が⾼い。

◼ サービス業は，製造業に⽐べて「既存の製品・サービスの改良」の該当企業率が⾼い。



クラウド・コンピューティング・サービスの利用目的
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全体 小規模 中規模 ⼤規模

出所 : 全国イノベーション調査 2020年調査，科学技術・学術政策研究所．統計表29をもとに算出。

全体 製造業 サービス業

クラウド・コンピューティング・サービスの利⽤目的（2017 年 –2019 年）︓該当企業率 (%)（クラウド・コンピューティング・サービスを利⽤した企業に対する割合）
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◼ 最も共通した利⽤目的は，「業務の自動化又はコスト削減」である。

◼ 製造業は，サービス業に⽐べて「業務の自動化又はコスト削減」の該当企業率が⾼い。

◼ サービス業は，製造業に⽐べて「既存の製品・サービスの改良」や「新しい製品・サービス
の導入」の該当企業率が⾼い。



2022年調査における取組



[2022 年調査における新規調査事項]

ロボティクスによる業務の代替

20



[2022 年調査における新規調査事項]

グリーン・イノベーション (1)

21

◼ 環境上の便益（最終消費者が消費又は利⽤の際）のあるイノベーションの実現



[2022 年調査における新規調査事項]

グリーン・イノベーション (2)
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◼ 環境上の便益（自社が利⽤の際）のあるイノベーションの実現



環境上の便益（最終消費者が消費又は利用の際）のある
イノベーションの実現︓欧州主要国の結果（CIS2020 より）
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環境上の便益（最終消費者が消費又は利⽤の際）のあるイノベーションの実現（2018 年 –2020 年）︓該当企業率 (%)
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使⽤済み製品のリサイクルの推進

より長持ちする，より耐久性のある，又は修理が容易

なプロダクトであることよるプロダクト寿命の延長
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出所 : Community Innovation Survey 2020 [inn_cis12_envu]．https://ec.europa.eu/eurostat/web/science-technology-innovation/data/database



環境上の便益（自社が利用の際）のあるイノベーションの実現︓
欧州主要国の結果（CIS2020 より）
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原材料の汚染性又は有害性が少ない代替物への置き換え

化石燃料から再生可能エネルギーへの置き換え

自社使⽤又は販売を目的とした廃棄物，水又は原材料
のリサイクル

スウェーデン イタリア

0

フランス スペイン ドイツ

5

環境上の便益（自社が利⽤の際）のあるイノベーションの実現（2018 年 –2020 年）︓該当企業率 (%)

出所 : Community Innovation Survey 2020 [inn_cis12_enve]．https://ec.europa.eu/eurostat/web/science-technology-innovation/data/database



まとめ

◼ 日本の企業部⾨におけるイノベーションに係る企業の分布状況を⾒た場合，プロダクト・
イノベーション実現企業率が減少傾向であり，とくに，中規模企業や製造業での減少幅
が⼤きいという変化が⾒られることから，イノベーション実現企業が，企業全体の中ではま
すます“少数派”となってきている。イノベーションの実現を図る企業に向けて，焦点をより
明確にした施策を展開したり，イノベーション非実現企業に向けては，イノベーション実
現への意欲を⾼めるような環境整備等を図ったりすることが考えられる。

◼ ディジタリゼーションの利用については，ハードウェアのような機器を⽤いる“有形”のことに
ついては，主要諸外国と同程度の利⽤企業率であるが，データやサービスの利⽤など“無
形”のことについては，利⽤企業率が相対的に低い。企業全体におけるこの性向を踏まえ
た政策の展開が考えられる。

◼ 現在，2019年–2021年を参照期間とした2022年調査を実施している。ここでは引き続き，

イノベーション実現及びイノベーション活動実⾏の状況並びにディジタリゼーションの利用
に関して測定し，最新の状況と変化を把握することとしている。加えて，新たに，ロボティ
クスによる業務の代替の状況や，国際⽐較可能なものとして環境上の便益のあるイノ
ベーションの状況も測定している。結果が得られれば，政策のさらなる展開等も可能とな
ろう。
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附録



イノベーション活動実⾏企業率/実⾏企業数
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研究開発活動実⾏企業率/実⾏企業数
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イノベーション実現企業率/実現企業数
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プロダクト・イノベーション実現企業率/実現企業数
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(2015年–2017年)



ビジネス・プロセス・イノベーション実現企業率/実現企業数
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